
作成日 平成　 年　 月 日
更新日 平成　 年　 月 日

１　施策の目的と指標
① 対象（誰、何を対象としているのか）＊人や自然資源等 ③ 対象指標（対象の大きさを表す指標）＊数字は記入しない

単位
A
B
C

② 意図（対象がどのような状態になれば良いのか） ④ 成果指標（意図の達成度を表す指標）＊数字は記入しない

単位

成果指標の測定企画（実際にどのように実績値を把握するか）

２　指標等の推移

施策統括部

施策主管課

関係課

A

B

総務部

健康危機（強毒性の新型インフルエンザ）に備えて、未然
の予防対策を行なっている市民の割合

名称
家庭内で防災に対する取り組み（非常持ち出し袋の携
帯、家族での話合い等）を行なっている世帯の割合
職場・地域内で防災に対する取り組み（防災訓練の参加、自主防
災組織・消防団への参加等）を行なっている市民の割合

C

D

A：家庭内で防災に対する取り組み（非常持ち出し袋の携帯、家族での話合い等）を行なっている世帯の割合の
成り行き値は、災害等による人的被害も少なく、意識が高まりにくい状況にあるため、平成２１年度実績、21.4％
で今後も推移すると考えた。
　目標値は、防災意識の高揚に向けての啓発を強化することで、平成2７年度の目標値を30％として設定した。
Ｂ：職場・地域内で防災に対する取り組み（防災訓練の参加、自主防災組織・消防団への参加等）を行なってい
る市民の割合の成り行き値は、平成２１年度実績、33.9％で今後も推移すると考えた。
　目標値は、住民の防災意識の高揚に向けて、防災訓練、自主防災組織・消防団等への参加への取り組みを
強化することで、平成2７年度の目標値を３９．０％として設定した。
Ｃ：健康危機（強毒性の新型インフルエンザ）に備えて、未然の予防対策を行なっている市民の割合の成り行き
値は、想定は難しいが、平成２１年度実績値は、特に新型インフルエンザの発生による関心が高いと考えられる
こと、今後も新たな健康危機についての予測はしにくく、徐々に市民の関心が薄れていくと考え、平成２７年度を
６1％に設定した。
　目標値は、新型インフルエンザ対策行動計画に基づき、新たな新型インフルエンザ等の発生に備え、日ごろ
からの予防対策を進めることで、現状の数値を維持するとして、平成２７年度の目標値を６７％として設定した。

①危機管理対策基本方針に基づき、危機管理体制を確立する。
②地震、自然災害発生に対する、自助・共助・公助による防災体制の整備。
③災害に強いまちづくり。
④武力事態など有事の際や市民の安全を脅かす危機の発生に対し、災害対策本部の設置など、迅速に対応で
きる体制作りを目指す。
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（水準の理由と前提条件）

繰入金 千円
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２１年度現状値
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部長名 古武城　卓

18
7

課長名

農政課、建設課、都市計画課、上下水道課、健康
づくり推進課

中村 誓丞

名称
人口
建物数

総務課

33.9
36.0

人

％

％

危険箇所

56,638実績値

成り行き値

実績値

施策マネジメントシート１（24年度目標達成度評価）
25
25

実績値

24.0
30.4

1

棟
見込み値

単位

A 人
見込み値

成果指標Ａ、Ｂ、Ｃは市民意識調査にて把握。
設問：「あなたは家庭内で防災に対する取り組み（非常持ち出し袋の携帯、家族での話合い
等）を行なっていますか？」
選択肢：①行なっている　②行なっていない
設問：「あなたは地域・職場内で防災に対する取り組み（防災訓練の参加、自主防災組織・消
防団への参加等）を行なっていますか？」
選択肢：①行なっている　②行なっていない
設問：「健康危機（強毒性の新型インフルエンザ）に備えて、未然の予防対策を行なっていま
すか？」
選択肢：①行なっている　②行なっていない

政策No.

施策No.

政策名

数値区分指標名

施策名1

市内全域と市民、観光客等

災害等から生命や財産を守る

人々が安全に安心して暮らせるまちづくり

危機管理・防災対策の推進

総合
計画
体系

基本計画期間における
施策の方針

実績値

目標値

対象指標 B

C 箇所

D

C
実績値

B

A ％

見込み値

人
件
費

延べ業務時間

千円

千円

千円事
業
費

千円

(A)のうち時間外、特殊勤務手当

千円

財
源
内
訳

トータルコスト(A)＋(B)

人件費計  (B)

千円

千円

千円

都道府県支出金

地方債
その他

事業費計  （A）

時間

％

(A)のうち指定経費

千円

千円

本数

国庫支出金

一般財源

事務事業数

成果指標

％ 目標値

成り行き値

目標値

成り行き値

目標値

実績値

２７年度

棟
箇所

％

67.0

２６年度

33.9

２４年度 ２５年度２３年度

実績値

成り行き値

21.4
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３　施策の特性・状況変化・住民意見等
【１】　この施策の役割分担をどう考えるか（協働による住民と行政の役割分担）
ア）住民（事業所、地域、団体）の役割（住民が自助でやるべきこと、地域やコミュニティが共助でやるべきこと、行政と協働でやるべきこと）

イ）行政の役割（市がやるべきこと、県がやるべきこと、国がやるべきこと）

【２】　施策を取り巻く状況（対象者や根拠法令等）は今後どのように変化するか？（平成27年度を見越して）

【３】　この施策に対して住民（対象者、納税者、関係者）、議会からどんな意見や要望が寄せられているか？

【１】　施策の目標達成度（24年度目標と実績との比較）

Ａ → ○ 【　家庭内で防災に対する取り組みを行なっている世帯の割合　 】

：

Ｂ → × 【　職場・地域内で防災に対する取り組みを行なっている市民の割合　 】
：

Ｃ → ×
：

※○；目標達成　△；目標をほぼ達成（－5％程度）　×；目標を未達成

（１）平成24年度経営方針について
①「東日本大震災を踏まえた防災計画の見直しを図る。」については、県の地域防災計画の見直し事項の中で、本市において
も見直しが必要な部分について見直しを行なった。
②「市民への防災に対する啓発と災害予報等の情報提供を図る。」については、地域主催の防災消防訓練時の出前講座及び
広報誌により、市民の防災意識高揚を目指し啓発を行った。災害予報等の情報提供については、７月の集中豪雨時に防災行
政無線にて注意喚起の呼びかけ、及び9月の台風接近に伴う注意喚起（自主避難所開設のお知らせ）を防災行政無線及び市
ホームページにて行った。携帯電話メールサービス（NTTドコモ・AU）の登録が完了した。
③「あらゆる災害を想定した危機管理体制の確立に努め、防災体制の強化を図る。」については、地域防災計画書で主に地震
対策の見直しを行い、防災体制の強化を図った。
④「災害時の要援護者計画に基づき、地域との連携を進める。」については、総合防災訓練において、要援護者の避難訓練等
を実施し、要援護者の避難支援計画について市民に対して周知を行なった。なお、健康福祉部や社会福祉協議会並びに民
生委員と協力し、災害時要援護者支援システムの活用により、迅速な避難を行なうこととしている。
⑤「住宅等の耐震化に対する支援を行う。」については、市耐震改修促進計画に基づき、建築物耐震診断事業補助金交付要
綱により、昭和56年5月31日以前に着工、建築した住宅・建築物の耐震診断を行なう者に対して、耐震診断費用の一部を助成
しており、本年度は診断後の改修費用に対する補助要綱を作成した。
⑥「自主防災組織の結成を促進するとともに、消防団活動のPRや団員確保に向けた啓発を推進する。」については、２区が新
たに自主防災組織の結成を行った。また、消防団員の確保については、745名の定員に対し745人の団員を確保できており、
100％の達成となっている。
（２） 事務事業貢献度評価の結果では、平成24年度施策の成果を向上させるために貢献した事務事業として、調整池等管理
事業、消防団員育成事業及び防災意識啓発事業があげられた。

危機管理・防災対策の推進

【２】　施策の振り返り（施策の方針、経営方針の達成度等）

施策マネジメントシート２（24年度目標達成度評価）

【平成24年度の施策評価（23年度振り返り）における議会の意見】
１．最悪の状況を想定した訓練実施及び雨天時も代替措置による訓練実施。
２．住宅耐震化の支援の見直しと市民への説明の強化を図ること。
【平成24年度の施策評価（23年度振り返り）における総合政策審議会意見】
１．市民へ合志市地域防災計画を周知し、災害に備えた地域での取り組みについて、更に指導と啓発を行なうこと。

４　施策の評価

・非常持ち出し袋の常備や非常食等の備蓄など、家族や地域で災害に備えた取り組みを行なう。
・災害ボランティアに参加する。
・防災訓練に参加する。
・自主防災組織を結成し、加入する。

・地域防災計画書（災害予防、災害応急対策、災害復旧）に基づいた取り組み、火災予防に対する施設の整備、啓発、広報の
実施。
・危険箇所に住む人々に関する説明、自主防災組織結成への働きかけ。
・避難体制の確立。
・新型インフルエンザ対策の実施。
・公共施設の耐震化、一般住宅・建築物の耐震診断への補助。

・新型インフルエンザ対策について、保健所を中心に管内の市町で作業を進めていくことになっている。
・菊池広域連合消防本部に、指令センターが設置（菊陽町）されたので、緊急出動の時間が短縮される。
・地球温暖化により自然災害（台風の大型化、局地的豪雨）の発生頻度が高まってきている。
・社会状況の変化により、消防団員の確保が難しくなる。

※左記の背景として考えられること（根拠となる実績値、判断理由など）

Ａについては、目標値は達成しているものの、A・
Bとも実績値が減少傾向であり、東日本大震災の
発災から時間の経過とともに防災意識の低下が
予想される。
Ｃについても同様で、一昨年の新型インフルエン
ザの流行から時間が経ち、予防への意識が薄く
なってきていると思われる。

目標値26.0％に対し実績値30.4％であり、目標は達成できた。

目標値67.0％に対し実績値52.2％であり、達成度は77.9％であった。
【　健康危機に備えて、未然の予防対策を行なっている市民の割合　】

目標値36.0％に対し、実績値32.4％であり、達成度は90.0％であった。

－ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄｼｰﾄ2(評価の部) －



・自主防災の組織強化や、要援護者の避難訓練の必要性と啓発の強化が必要である。
・災害時における被災者に対する災害援助制度の検討が必要である。

６　次年度に向けた取り組み方針
●　政策推進本部　平成26年度合志市経営方針(平成25年10月7日）

１．防災計画に基づき、あらゆる災害を想定した危機管理体制の確立に努め、更なる防災体制の強化を図る。
2．自主防災組織の結成を促進するとともに、要援護者等の災害弱者に対する対応力の強化を推進する。
３．引き続き、団員確保に向けて消防団活動の意義・重要性等を広く周知していく。

③　議会の行政評価における指摘事項(平成25年9月12 日）

危機管理・防災対策の推進施策マネジメントシート２（24年度目標達成度評価）

【３】　施策の課題（基本計画期間を見据えて、どのような課題を解決していかなければならないか）

５　施策の24年度結果に対する審査結果

②　総合政策審議会での指摘事項(平成25年8月20日、8月26日、9月4日まとめ）

・地域防災組織結成について、更なる行政の支援を行なうこと。

・自主防災組織の結成率は、平成22年4月1日現在で、本市が27.6％に対し、熊本県平均が４７．９％となっており、県の平均値
を下回っているので、今後も自主防災組織の結成を進める。
・新型インフルエンザ行動計画等に基づく事業の実施。
・災害時要援護者避難支援計画の策定と訓練の実施。
・消防団員の確保。
・家庭内での防災の取り組み（非常時持ち出し袋の普及等）を進める。

①政策推進本部での指摘事項（施策目標達成度評価結果報告を受けて・・・平成25年7月5 日）

・地域自主防災組織を増やすため、より具体的な方策を考え推進していくことが必要。
・新型インフルエンザや新たな健康危機管理に対する啓発を更に進めることが必要。

－ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄｼｰﾄ2(評価・審査の部)－



家庭内で防災に対する取り組
み（非常持ち出し袋の携帯、
家族での話合い等）を行なっ
ている世帯の割合
職場・地域内で防災に対する
取り組み（防災訓練の参加、
自主防災組織・消防団への参
加等）を行なっている市民の
割合

％

％

(21.4) 29.0

(33.9) 38.0

(21.4) 26.0

30.4

(32) 31

(21.4) 30.0

(33.9) 39.0(33.9) 36.0

32.4

(21.4) 28.0

(33.9) 37.0

26年度 27年度

(32) 32

34

(32) 32

34

(32) 32 (32) 32

（成り行き値）目標値

実績値

（成り行き値）目標値

実績値

24年度 25年度

(21.4) 24.0

35.1

(33.9) 35.0

36.7

危険箇所（未整備箇所数）

単位

箇所

数値区分

（成り行き値）目標値

実績値

意図

８　基本事業の24年度の振り返り（目標達成度評価）と26年度に向けての課題

意図

2

Ａ：県と密に連携をとり、危険箇所の状況把握を行い、住民の意識高揚に向け取組む必要がある。
Ｂ,Ｃ：東日本大震災から時間の経過とともに防災意識が薄れかけはじめているため、広報等による啓発で、防災意識の高揚を図る。特に自主防災組
織の設立促進に取組む必要があると考える。

基本事業名 災害時応急対策

対象 市内全域（財産）・市民・来訪者

成果指標名

被害を最小限にとどめることができる

総務課基本事業担当課

26年度 27年度

７　基本計画期間における基本事業の目標設定（水準設定の理由と前提条件）

A：平成21年度32ヵ所の危険箇所があり、地権者の同意を得られるように働きかけることで、平成27年度の目標値を31ヵ所と設定した。
B：青壮年層に対する防災意識の高揚に向けての啓発を強化することで、平成27年度の目標値を30％と設定した。。
C：住民の防災意識の高揚に向けて、防災訓練、自主防災組織・消防団等への参加への取り組みを強化することで、平成27年度の目標値を39％と設
定した。

成果指標名 単位 数値区分

７　基本計画期間における基本事業の目標設定（水準設定の理由と前提条件）

3 総務課

26年度 27年度

(100) 100 (100) 100

Ａ：消防団がない区を精査した結果、分母を31区とする。また、一つの区に自主防災組織と消防団の両方がある区を分子から5区除外した。今後、自
主防災組織の設立促進に取組む必要がある。
Ｂ：避難所の収容人員に変化はなかったが、人口増加に伴い目標値を下回る結果となった。

24年度 25年度

８　基本事業の24年度の振り返り（目標達成度評価）と26年度に向けての課題

A：全区に新たに防災推進員を設置し、自主防災組織の設置に向けて、取り組みを強化することで、毎年３区の組織化を目指し、平成２７年度で２３区
と設定した。
B：国、県、関係機関の施設を避難所として活用できるよう要望していくことで、平成２７年度の目標値を４０。０％と設定した。

意図 被害を回復できる

基本事業担当課

成果指標名 単位 数値区分 23年度
２１年度
現状値

施策マネジメントシート3(24年度目標達成度評価）

基本事業担当課 総務課基本事業名 災害の未然防止対策

Ａ：７月の九州北部豪雨で被災した市の施設等において、すべて復旧を行なったので目標を達成できた。

基本事業名 災害復旧対策

対象

A

C

市内全域（財産）・市民

８　基本事業の24年度の振り返り（目標達成度評価）と26年度に向けての課題

７　基本計画期間における基本事業の目標設定（水準設定の理由と前提条件）

A:市の管理に属する被災箇所に関しては、原型復旧と併せて発生防止に必要な対策を具体的に講じるので、基本的に１００％を達成目標とする。

B

自主防災組織の数/消防
団がない区（自治会）

対象 市内全域（財産）・市民・来訪者

1

災害に備えることが出来る

23年度

C

B

A

23年度 24年度 25年度

区
（成り行き値）目標値 (8/29) 11/29 (9/29) 14/29 (9/29) 17/29 (9/29) 20/29 (10/29) 23/29

実績値 8/30 9/31

避難所の屋内収容可能人員
の割合（＝収容人員÷人口×
100）

％
（成り行き値）目標値 (32.2) 32.2 (32.2) 34.2 (32.2) 36.2 (32.2) 38.2 (32.2) 40.0

実績値 31.3 30.832.2

（成り行き値）目標値

実績値

A
被災復旧箇所数／被災箇
所数×100

％
（成り行き値）目標値 (100) 100 (100) 100 (100) 100

実績値 100 100100

B
（成り行き値）目標値

実績値

C
（成り行き値）目標値

実績値

33.9

２１年度
現状値

8/29

２１年度
現状値

32

21.4

－ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄｼｰﾄ3－



７　基本計画期間における基本事業の目標設定（水準設定の理由と前提条件）

８　基本事業の24年度の振り返り（目標達成度評価）と26年度に向けての課題

実績値
C

（成り行き値）目標値

B
（成り行き値）目標値

実績値

実績値

25年度 26年度 27年度

A
（成り行き値）目標値

対象 意図

成果指標名 単位 数値区分
２１年度
現状値

23年度 24年度

７　基本計画期間における基本事業の目標設定（水準設定の理由と前提条件）

８　基本事業の24年度の振り返り（目標達成度評価）と26年度に向けての課題

基本事業名 基本事業担当課

実績値
C

（成り行き値）目標値

実績値
B

（成り行き値）目標値

実績値

25年度 26年度 27年度

A
（成り行き値）目標値

対象 意図

成果指標名 単位 数値区分
２１年度
現状値

23年度 24年度

７　基本計画期間における基本事業の目標設定（水準設定の理由と前提条件）

A：新型インフルエンザ対策行動計画に基づき、今後、新たな新型インフルエンザ等の発生に備え、日ごろからの予防対策を進めることで、現状の数
値を維持するとして、平成27年度の目標値を67％と設定した。

８　基本事業の24年度の振り返り（目標達成度評価）と26年度に向けての課題

Ａ：一昨年は新型インフルエンザがやや流行したこともあり意識高揚がみられたが、その後時間の経過とともに予防意識がやや薄れていると思われ
る。今後、啓発活動の強化に取組む必要がある。

基本事業名 基本事業担当課

実績値
C

（成り行き値）目標値

実績値
B

（成り行き値）目標値

(63.0) 67.0 (62.0) 67.0 (61.0) 67.0

実績値 67.0 61.4 52.2

25年度 26年度 27年度

A

健康危機（強毒性の新型イン
フルエンザ）に備えて、未然の
予防対策を行なっている市民
の割合

％

（成り行き値）目標値 (65.0) 67.0 (64.0) 67.0

対象
①市内全域（財産）・市民
②自然災害以外のあらゆる危機

意図
①危機に備えることができる
②対応できている

成果指標名 単位 数値区分
２１年度
現状値

23年度 24年度

施策マネジメントシート3(24年度目標達成度評価）

基本事業名 4 危機管理対策の推進 基本事業担当課 総務課

－ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄｼｰﾄ3 (2)－


